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平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され
ました。この法律の施行により、各地方公共団体は、毎年度決算に基づき
財政に関する指標（健全化判断比率・資金不足比率）を算定し、監査委員の

審査、議会への報告の後、公表することが義務付けられました。この指標（比率）が一定の基準を超えると、財政の健全化等を図るための計
画を策定しなければいけませんが、国立市の各比率は、いずれも基準を下回っています。
なお、監査委員の審査の結果、各指標とその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されていると認められました。

平成20年度の一般会計決算で、市のお金がどのように使われ
たかをお知らせします。
市報７月20日号では決算の概要を載せましたが、今回は経常
収支比率などの財政指標や歳入・歳出のポイント、個別事業の特
徴などをあげています。
なお、平成20年度の決算資料として、「事務報告書」「決算書」

「決算審査意見書」が、市役所情報公開コーナー、中央図書館、
公民館、北・南市民プラザで閲覧できます。　政策経営課財政係

～平成20年度一般会計決算のポイントをお知らせします～
財政と行財政改革特集㉑

基金（市の貯金）

平成20年度末の一般会計の
基金（貯金）は合計40億6,767
万円で、市民1人当たりにす
ると約5万5千円になります。
残高が一番多いのは財政調
整基金10億1,577万円で、こ
れはいざという時のために積
み立てている基金（貯金）で
す。
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主な基金残高の推移

経常収支比率
平成20年度の経常収支比率は103.6％で、19年度と比較し
て2.4ポイント高くなりました。これは、景気悪化の影響で
収入（分母）が0.3％の減となったうえに、扶助費や繰出金の
伸びが大きく、支出（分子）は2.7％の増となったためです。

○経常収支比率とは…
市税など毎年経常的に入る収入（経常一般財源）を、どれだけ経
常的支出（人件費、公債費、扶助費等）に使ったのかを示す割合で、
市財政の弾力性を計る数値になります。
都市部においては75％程度が妥当（理想的）な数値といわれてい
ますが、現状では多摩地区26市の平均でも94.4％と高い率になっ
ています。

経常収支比率が100％を超えるということは、経常的な収
入で経常的な支出をまかなえないことになり、一般家庭に例
えるなら、毎月の生活費が月給を上回り、臨時収入や貯金の
取り崩しで補っている状況になります。

健全化判断比率と資金不足比率

実 質赤字比率　一般会計等（国立市では、一般会計と受託水道事業特別会計）
の決算で、歳入から歳出や翌年度に繰り越す財源などを差し引いた額が
赤字の場合、その赤字額（実質赤字）の標準財政規模（※2）に対する割合を
いいます。
連 結実質赤字比率　特別会計を含めたすべての会計の赤字額と黒字額を合
算して、全体として不足額（赤字額）がある場合、その赤字額の標準財政
規模（※2）に対する割合をいいます。
実 質公債費比率　一般会計等の歳出のうち、元利償還金（地方債を返済する
ための元金と利子）やそれに準じた経費などの、標準財政規模（※2）を基
本とした額に対する割合をいいます。一般会計、各特別会計に加えて、
国立市が加入している一部事務組合の元利償還金も対象となります。
将 来負担比率　一般会計等が将来負担しなければならない実質的な負担の、
標準財政規模（※2）を基本とした額に対する割合をいいます。一般会計、
各特別会計、一部事務組合に加えて、土地開発公社も対象となります。
資 金不足比率　公営企業会計において資金不足がある場合、その不足額の
公営企業の事業規模に対する割合をいいます。国立市では、下水道事業
特別会計が対象となります。

　※2 標準財政規模… 通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す
もので、臨時財政対策債の発行可能額も含まれます。

　平成２0年度決算における健全化判断比率と資金不足比率は、すべ
て早期健全化基準を下回っています。しかし、この財政指標は、あく
までも財政破たんやその可能性が近づいている団体を早期に発見し、
健全化を促すための指標であり、各指標が基準を下回っていれば財政
運営上問題がないということを意味するものではないと認識していま
す。他の指標も含め、財政状況を分析・検討をしながら、堅実な財政運
営に努めてまいります。
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※平成 13年度からの（　）内の数字は、国の統計方法の変更により、分母に減税補
てん債および臨時財政対策債を加えた新しい算式で計算したものです。

《経常収支比率の推移》

※1　実質赤字額、連結実質赤字額、資金不足はありませんでしたので、「̶」
で表示されます。

財政の早期健全化・再生
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（自主的な改善努力
による財政の健全化
が求められます）

資金不足比率を経営健全化基準未満とするこ
とを目標とした経営健全化計画を策定しなけれ
ばなりません。
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と、確実な財政の再生
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〜一般会計の主な事業と経費〜

積立金（1.1％）2億6,343万円 維持補修費（0.6％）
1億3,898万円

出資金・貸付金
（0.2％）
3,910万円

扶助費（20.0％）
48億842万円

繰出金
（14.9％）
35億7,848万円

物件費
（13.1％）
31億4,904万円

補助費等
（11.7％）
28億445万円

人件費（22.1％）
53億1,967万円
人件費（22.1％）
53億1,967万円

扶助費（20.0％）
48億842万円

繰出金
（14.9％）
35億7,848万円

普通建設事業費
（8.8％）

21億2,599万円

物件費
（13.1％）
31億4,904万円

補助費等
（11.7％）
28億445万円

公債費（7.5％）
17億9,247万円

歳出歳出歳出

歳入歳入歳入

教育のまち 〜教育を尊重するまちづくり〜
教　育　費

民生費（37.0％）
88億7,904万円

総務費
（13.1％）
31億5,343万円

衛生費
（8.3％）
19億9,797万円

土木費（15.7％）
37億5,956万円

教育費（10.9％）
26億3,217万円

民生費（37.0％）
88億7,904万円

総務費
（13.1％）
31億5,343万円

衛生費
（8.3％）
19億9,797万円

土木費（15.7％）
37億5,956万円

教育費（10.9％）
26億3,217万円

公債費（7.5％）
17億9,247万円

消防費（4.2％）10億2,116万円

議会費（1.3％）
3億554万円

諸支出金（1.3％）
3億1,789万円

その他（0.7％）
1億6,080万円

財政と行財政改革特集⑮（続き）財政と行財政改革特集�
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土　木　費

その他（2.2％） 5億3,295万円
地方譲与税（0.6％） 1億4,696万円

分担金・負担金（1.1％） 2億5,935万円
地方特例交付金（0.6％） 1億5,820万円

諸収入（1.8％） 4億4,521万円
繰越金（1.3％） 3億547万円

使用料・手数料（2.0％）
 4億8,431万円 

地方消費税交付金（3.0％） 
7億2,165万円  

繰入金（4.5％） 
11億395万円  

都支出金
（11.6％）
28億2,952万円

市税（58.7％）
143億1,114万円

市債（5.1％）
12億3,260万円

国庫支出金（7.5％）
18億3,335万円

市債（5.1％）
12億3,260万円

国庫支出金（7.5％）
18億3,335万円

都支出金
（11.6％）
28億2,952万円

市税（58.7％）
143億1,114万円

243億6,466万円
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税収 普通交付税（※2） その他

類
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団
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線
沿
線
市

0 計335,305176,504 158,801日野市

0 計321,666171,525 150,141八王子市

0 計389,816218,614 171,201立川市

0 計439,213268,708 170,505武蔵野市

0 計326,746200,695 126,050三鷹市

0 計347,568178,812 168,756小金井市

0  計369,478190,681 178,797国分寺市

←30,287 計341,763 140,908 170,569福生市

←30,539 計318,221 141,519 146,163あきる野市

 ←11,744 計300,087 156,054 132,289狛江市

←7,167 計289,014154,210 127,637東大和市

177,217 計346,133129,634  ←39,282清瀬市

←6,045 計357,495172,390 179,060稲城市

0 計334,863196,690 138,174国立市
計336,029←4,166178,587 153,27626市平均

◎ごみ収集作業に係る経費　3億2,753万円【4,411円】
ごみ収集委託料2億7,594万円、粗大ごみ収集等委託料2,083万円、資源回収推
進奨励金1,738万円などを支出しました。

■ごみ収集量
 （単位：トン）
　

◎ごみ焼却に係る経費　7億3,107万円【9,846円】
稲城市・狛江市・府中市と共同でごみを焼却している清掃工場（稲城市にある多摩
川衛生組合）の運営費などを支出しました。

■多摩川衛生組合への
　年間搬入状況
 （単位：トン）

◎ごみ最終処分に係る経費　1億6,073万円【2,165円】
25市1町が共同で、不燃物の埋め立てや焼却灰のエコセメント化などを実施し
ている、日の出町の二ツ塚広域処分場の運営費などを支出しました。

■広域処分場への
　年間搬入状況

■ 東京たま広域資源循環組合負担金　1億2,846万円
■埋立ごみ・プラスチック類等運搬委託料　3,227万円

環境のまち
衛　生　費

市民1人当たりのごみに係る経費は、年間21,093円

平成20年度の市のお金は
このように使われました
※�【　】は、市民１人当たりの経費で、総事業費を平成21年3月末現在の住民基本台帳
人口（外国人登録含む）人口74,251人で割った数値です。(1円未満は、四捨五入)

福祉のまち 〜安心といきがいのあるまちづくり〜
民　生　費

◎地方債の元利償還金
　17億9,247万円【24,141円】

（�内訳：元金15億1,589万円　
利子　2億7,658万円）
建設経費の財源や減税による
税収減補てんなどのため、国や
東京都などから過去に借り入れ
た長期の借入金（地方債）の元金
と利子を支払いました。

◎東京都消防委託金
　9億5,092万円【12,807円】

　国立市の常備消防（市内2カ所
の立川消防署出張所）について、
東京都との協定に基づき委託金
を支払いました。
　■常備消防の出動状況
　　火災26件、救急3,054件
　（�救急は、平成20年1月〜12月分）

◎コミュニティバスの運行経費
　3,271万円【440円】

　運行日数　365日
　（平成20年4月1日

〜21年3月31日）
　■利用状況
　　一日運行本数　53本　
　　利用者合計数　269,355人
　　一日当たりの利用者数　738人
　■運行経費補助金　3,271万円

◎高齢者食事サービス事業
3,639万円【490円】

　■利用状況　対象者　　　359人　47,113食
� 一食当たり　772円

◎介護保険特別会計繰出金
5億9,055万円【7,953円】

　介護給付費繰出金として3億8,857万円、地
域支援事業費繰出金として1,976万円、事務費
繰出金として1億8,222万円を支出しました。

◎後期高齢者医療特別会計繰出金
4億6,906万円【6,317円】

　後期高齢者医療制度の創設に伴い、公費負担
分を後期高齢者医療特別会計へ繰り出し（支
出）をしました。
　■被保険者数　　　　�6,344人

◎障害者介護給付事業　9億3,335万円【12,570円】
　居宅生活や施設入所等の支援を行いました。
　■支給決定人数（実人数）　423人
　身体しょうがいしゃ�111人　精神しょうがいしゃ�91人�
　知的しょうがいしゃ�168人　しょうがい児　　　�53人�

◎心身障害者（児）福祉手当　2億497万円【2,761円】
　■受給者数　　　　�1,282人
　■受給者1人当たり　年間約16万円

◎国民健康保険特別会計繰出金
9億5,213万円【12,823円】

　赤字補てん分（7億3,349万円）を含めた8億
5,213万円と保険基盤安定分として1億円の繰
り出し（支出）をしました。　（右上へ続く →）�

　■被保険世帯数　　12,424世帯　
　■被保険者数　　　20,566人

◎保育所での保育　18億7,775万円【25,289円】
　0歳児から5歳児までの児童を、市内11園お
よび市外23園の保育所で保育しました。
　■月平均入所児童数　合計1,072人
　　0歳児　�80人　1歳児　138人　2歳児　188人
　　3歳児　197人　4歳児　228人　5歳児　241人
　■入所児童1人当たり
　　年間約175万円（うち約25万円は本人負担）

◎学童保育所の運営　1億2,957万円【1,745円】
　小学校1年生から3年生までの留守家庭の学
童を、放課後や夏休み期間中に学童保育所で預
かり、育成しました。

◎こども医療費助成　1億2,911万円【1,739円】
　乳幼児および義務教育就学児を養育してい
る方に対し、医療費の一部を助成しました。

〜環境を大切にするまちづくり〜

◎小学校の管理運営経費　8億2,126万円【11,061円】
■1校当たり　1億266万円
※�都から支給される教職員の給与分は、含まれていません。

◎中学校の管理運営経費　2億6,550万円【3,576円】
■1校当たり　8,850万円
※�都から支給される教職員の給与分は、含まれていません。

◎私立幼稚園園児保護者等補助事業　8,913万円【1,200円】
保護者の負担を軽減し、教育の充実・発展を図るため、補助
金を支出しました。

■主な支出
　私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金
　　　　延べ11,376人（月平均948人）　5,375万円
　私立幼稚園就園奨励費補助金　366人　2,841万円
　私立幼稚園等運営費補助金　　　　　　　545万円

◎下水道事業特別会計繰出金
　15億4,195万円【20,767円】

公債費（下水道施設建設のための地方債の
元利償還金）等の財源として13億7,994万
円、雨水処理経費として1億6,201万円の
繰り出し（支出）をしました。

◎中央線連続立体交差事業負担金
　3億7,652万円【5,071円】

※�東京都への負担金総額は53億円にのぼ
ります。また、工事の進ちょくにより年
度ごとの負担額には増減が生じます。

◎�都市計画道路3・4・10号線局所改良事業
　8億1,679万円【11,000円】

　残地を含めた4物件、369.67㎡の用地
買収を行いました。

平成20年度 
市長交際費決算額

350,584円

市長交際費の支出状況および取り扱い基
準を公表しています
国立市では、市長交際費の支出状況

を毎月公表しています。（毎月5日まで
に前月分を公表）
公表場所
�市役所情報公開コーナー、公民館、
中央図書館、北・南市民プラザ�

※市のホームページでもご覧になれます。
秘書広報課秘書担当

　ご案内いただいた地域の行事に
参加する時の参加費等として取り
扱い基準に基づき、61回支出しま
した。

 
　《歳出のポイント》
歳出は、平成19年度に比べ、金額で8億6,535万円、率で3.5％の減となりました。
目的別（費目別）では、民生費、土木費、公債費で増となりましたが、総務費、衛生費、
教育費は減となりました。
性質別では、扶助費、繰出金、公債費が増となりましたが、物件費、普通建設事業は
減となりました。

増・減の主な理由
総務費…清化園跡地買収費の減
民生費…後期高齢者医療特別会計繰出金の増
衛生費…成人基本健診・成人歯科検診委託料の減
土木費…ハケ上道路用地等買収費の増
教育費…小中学校アスベスト対策工事の減
扶助費…障害者自立支援給付費、生活保護費の増
物件費…成人基本健診・成人歯科検診委託料の減
普通建設事業費…�清化園跡地買収費・小中学校アスベスト対策工事の減
繰出金…後期高齢者医療特別会計繰出金の増
公債費…繰上償還元金の増

《歳入の内訳（一般会計）》

 《歳入のポイント》
歳入全体では、平成19年度に比べ8億2,618万円、3.3％の減となり
ました。これは、国税を地方に再配分する税連動型の交付金が、景気の
低迷により大幅な減となったことと、市債の借入れが減ったことが主な
要因となっています。
歳入の約6割を占める市税は、固定資産税では2億1,400万円の増とな
りましたが、景気悪化の影響で法人税割で1億3,400万円の減となった
ため、全体では1億7,800万円、1.3％の増にとどまりました。
市債では、赤字補てんの臨時財政対策債を6億4,000万円借り入れま
したが、平成19年度の清化園用地取得事業債がなくなったため、12億
7,500万円、50.8％の減となりました。
このほか、職員退職手当基金の繰り入れ（取り崩し）や、学校の大規模
改修などの財源として公共施設整備基金から1億8,200万円を繰り入れ
るなどの財源手当てをしました。
以上のように、平成20年度は経済状況悪化の影響を受け市税が微増
にとどまったため、市の預金である基金の繰入金を活用した財政運営と
なりました。

《人口と市税収入の推移》
　平成8年度から平成13年度までは人口の大幅な増加がみられま
したが、ここ数年はおおむね緩やかな増加傾向が続いています。
　市税収入は、平成18年度に税制改正(定率減税の廃止)等で大幅
な増が見られましたが、それ以降は微増にとどまっています。

　グラフは､中央線沿線市や
国立市と人口等の規模が類似
している市（類似団体）とを比
較したものです。市民一人当
たりの歳入は、高い市では約
44万円、低い市では約29万
円とかなりの差があります。
　国立市は多摩地区26市中、
高い方から数えて15番目と
なります。（平成20年度決算
統計より）
※1…��住民基本台帳人口(外国人登録

含まず)を使用。
※2…�地方税等の収入の地域間格差を

補てんするため、国税の一定割
合を財源不足団体に交付するも
の。

国民年金関係
（0.3％）
2,634万円

子どものため
の事業
（36.1％）
32億411万円

しょうがいの
ある方のため
の事業（18.8％）
16億7,184万円

生活支援のための事業
（13.7％）
12億1,271万円

民生費
88億7,904万円

子どものため
の事業
（36.1％）
32億411万円

高齢者のための事業
（15.2％）
13億5,169万円

しょうがいの
ある方のため
の事業（18.8％）
16億7,184万円

生活支援のための事業
（13.7％）
12億1,271万円

その他（5.2％）4億6,022万円

国民健康保険関係
（特別会計への繰出金）

（10.7％）
9億5,213万円

民生費
88億7,904万円

《民生費の内訳》

種　　別 処分量（トン） 埋立量（㎥） 搬入台数（台）
焼却後の灰 810� 0� 81�
不　燃　物 139� 200� 51�
計 949� 200� 132�

区　分 可燃ごみ 不燃ごみ プラスチック製
容器包装

製品
プラスチック類 粗大ごみ 資源ごみ 有害ごみ 計

収集量 11,673 1,479 590 368 468 3,998 26 18,602
持込量 3,474 34 0 0 151 7 0 3,666
合�計 15,147 1,513 590 368 619 4,005 26 22,268

 《市民（※1）1人当たりの歳入  他市との比較》

公　債　費消　防　費総　務　費

発展するまち 〜個性と活気があふれるまちづくり〜

（性質別）（目的別）

240億2,003万円

搬�入�量 17,004
焼�却�量 16,977
鉄回収量 27




